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１．一般会計

平成２８年度一般会計当初予算額は１４６億２，０００万円で、その後補正増額及び繰越財

源充当され最終予算額は１７１億３，７０１万２千円となりました。

歳入決算額は１６３億１，７３２万８千円、歳出決算額は１５６億５８９万７千円、歳入歳

出差引額は７億１，１４３万１千円で、平成２９年度への繰越財源５，６９１万８千円を差し

引いた実質収支額は６億５，４５１万３千円となりました。

歳入の主なものは、市税が２５億９，７５６万５千円で歳入全体の１５．９％、地方交付税

が６３億５，３９６万３千円で歳入全体の３８．９％、国庫支出金が１７億８，２４６万８千

円で歳入全体の１０．９％、県支出金が１０億４，６１９万５千円で歳入全体の６．４％、市

債が１６億７，９８０万円で歳入全体の１０．３％となりました。

国庫支出金の主なものは、生活保護費関係が６億６，６０８万７千円、児童福祉費関係が４

億２，５３７万２千円、障がい者福祉費関係が３億１，８３９万円のほか、臨時福祉給付費補

助金が１億６，２０４万円、道路橋梁費補助金が１億１，９４３万円です。また、臨時福祉給

付費補助金が１億１，１８８万８千円増えたものの、地域住民生活等緊急支援交付金が１億

２，１３６万５千円減ったほか、道路橋梁費補助金が６，０７８万円減ったことなどにより、

前年度比７，３３０万３千円（４．０％）の減となりました。

県支出金の主なものは、障がい者福祉費や福祉医療費などの社会福祉費関係が４億３３２万

円、児童福祉費関係が１億２，８６５万５千円のほか、地域密着型サービス施設等整備事業費

補助金が１億２，３８３万円、多面的機能支払交付金が９，９８１万７千円です。また、国勢

調査委託金が１，２４３万５千円、水産物供給基盤機能保全事業費補助金が１，１６０万円

減ったものの、地域密着型サービス施設等整備事業費補助金が１億２，３８３万円増えたほ

か、介護施設開設準備経費等支援事業費補助金が１，８００万９千円、選挙費委託金が１，４

５０万５千円、あきた未来づくり交付金が１，４００万円増えたことなどにより、前年度比１

億３，４０３万９千円（１４．７％）の増となりました。

市債の主なものは、臨時財政対策債が４億５７０万円、小学校整備事業債が３億６，２００

万円、防災行政無線整備事業債が２億１，０５０万円、防災・健康拠点施設整備事業債が１億

７，２７０万円で、前年度比５億６，６４０万円（２５．２％）の減となりました。

歳出の主なものは、人件費が２８億７，２５７万２千円、扶助費が２７億３，７０８万９千

円、公債費が１７億１，３４３万７千円、これら義務的経費の合計が７３億２，３０９万８千

円で、前年度比２億２２５万８千円（２．８％）の増となりました。投資的経費は２１億２，

１４９万８千円で主なものは、飯田川小学校大規模改修事業３億９，０２３万３千円、道路新

設改良事業が２億５，０７３万７千円、防災行政無線デジタル化事業が２億１，１６８万円、

防災・健康拠点施設整備事業が１億９，５８６万４千円で、前年度比３億４，１３７万９千円

（１３．９％）の減となりました。
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（１）平成２８年度一般会計の決算状況

イ．総括
（単位：千円）

区 分 平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 増 減 額

予 算 現 額 17,137,012 17,021,865 115,147

歳 入 決 算 額 16,317,328 16,976,047 △ 658,719

歳 出 決 算 額 15,605,897 16,052,280 △ 446,383

歳 入 歳 出 差 引 額 711,431 923,767 △ 212,336

実 質 収 支 額 654,513 842,037 △ 187,524

単 年 度 収 支 額 △ 187,524 248,293 △ 435,817

ロ．歳入

（単位：千円、％）

区 分 平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 増 減 額 増 減 率

市 税 2,597,565 2,567,331 30,234 1.2

地 方 交 付 税 6,353,963 6,460,263 △ 106,300 △ 1.6

国 庫 支 出 金 1,782,468 1,855,771 △ 73,303 △ 4.0

県 支 出 金 1,046,195 912,156 134,039 14.7

繰 越 金 923,767 871,981 51,786 5.9

市 債 1,679,800 2,246,200 △ 566,400 △ 25.2

歳 入 計 16,317,328 16,976,047 △ 658,719 △ 3.9

ハ．歳出

（単位：千円、％）

区 分 平 成 28 年 度 平 成 27 年 度 増 減 額 増 減 率

人 件 費 2,872,572 2,901,790 △ 29,218 △ 1.0

扶 助 費 2,737,089 2,575,205 161,884 6.3

公 債 費 1,713,437 1,643,845 69,592 4.2

投 資 的 経 費 2,121,498 2,462,877 △ 341,379 △ 13.9

歳 出 計 15,605,897 16,052,280 △ 446,383 △ 2.8

歳入総額は 16,317,328千円ですが、その主なものは次のとおりです。

歳出総額は 15,605,897千円ですが、その主なものは次のとおりです。
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（２）市税の収納状況

（単位：千円、％）

現年度分 滞納繰越分 計

平 成 28 年 度 2,581,017 274,686 2,855,703

平 成 27 年 度 2,565,731 303,305 2,869,036

前 年 度 対 比 15,286 △ 28,619 △ 13,333

平 成 28 年 度 2,534,080 63,485 2,597,565

平 成 27 年 度 2,510,624 56,707 2,567,331

前 年 度 対 比 23,456 6,778 30,234

平 成 28 年 度 98.2 23.1 91.0

平 成 27 年 度 97.9 18.7 89.5

前 年 度 対 比 0.3 4.4 1.5

区 分

調
定
額

収
入
済
額

収
納
率

景気は全国的に緩やかな回復基調が続いているものの、地方経済は雇用環境、

企業経営等で依然として厳しい状況にあります。現年度分の収納率は住民税の特

別徴収推進等により、前年度に比較し０．３ポイントの増となっています。滞納

繰越分の収納率は、債権差押等の滞納処分の強化により４．４ポイントの増、市

税全体では１．５ポイントの増となっています。なお、本年度の不納欠損処理は

２，３８５万４，７５４円、滞納処分の執行停止額は１，５５９万９，１０８円

でした。

納税の秩序を維持し税の公平性を貫くため、今後も滞納整理を適切に行い、収

納率の向上に努めていきます。
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（３）主要施策の状況

主な投資的経費は次のとおりです。

防災行政無線デジタル化事業を平成２６年度から３カ年の事業により、本年度２億１，１６

８万円、総額４億４，５３７万円で実施しました。市内全域の防災行政無線をデジタル方式へ

更新し、緊急時の重要な連絡手段の強化が図られました。

防災・健康拠点施設整備事業を１億９，５８６万４千円で実施しました。本年度は実施設計

等の委託料２，５３４万７千円のほか、旧八郎潟ハイツ等解体工事１億３，３６８万９千円及

びアスベスト除去工事３，６８２万８千円を行いました。

市道の整備では、大豊小学校線改良事業１億２，０５６万１千円、八丁目古開線改良事業

５，５８１万１千円、田屋地区浸水対策事業３，１０６万６千円など、総額２億５，０７３万

７千円で実施しました。八丁目古開線改良事業は平成２６年度から３カ年の事業により車道拡

幅と歩道整備を行い、通学路の安全が確保されました。

飯田川小学校大規模改修事業を３億９，０２３万３千円で実施し、校舎と体育館の改修を行

い、生徒の安全・安心な学習環境の整備が図られました。また、中学校防犯カメラ設置工事を

１３９万９千円で実施し、不審者対策等の強化が図られました。

主なソフト事業は次のとおりです。

情報セキュリティ強化対策事業を４，７６６万１千円で実施しました。総務省で示している

セキュリティ基準を満たすため、ネットワーク分離や二要素認証などを導入し、人的な情報漏

洩のリスク軽減が図られました。

ねんりんピック事業を３４８万４千円で実施しました。平成２９年度に開催される「第３０

回全国健康福祉祭あきた大会」のペタンク交流大会の円滑な運営のためリハーサル大会を行

い、ＰＲ活動を通じて気運の醸成を図りました。

出産祝い金は９２０万円で、支給者数は第３子２７人、第４子２人、第５子１人の計３０人

に支給しました。次代の地域社会を担う子の出産を奨励し、児童の健全な育成及び福祉の増進

を図りました。

高校生通学費助成事業を１，０２４万円で実施しました。高校等に通学する高校生の保護者

の経済的負担を軽減するため通学費の一部を助成し、子育て環境の整備と定住化の促進を図り

ました。

除排雪に要した費用は３億２，７６６万２千円で、４年ぶりの大雪に見舞われ、前年度と比

べ２億６，２２５万２千円の増となりました。

民間資金の市債６件、２億４，５２７万９千円の繰上償還を実施し、将来の利子負担額１，

１１７万１千円を軽減しました。
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２．国民健康保険事業特別会計

平成２８年度国民健康保険事業特別会計当初予算額は４３億３，９７２万３千円で、その

後補正増額され最終予算額は４４億２，２６７万５千円となりました。

歳入決算額は４４億５，４９５万２千円、歳出決算額は４１億２，６６０万７千円、実質

収支額は３億２，８３４万５千円となりました。

歳入の主なものは、国民健康保険税が５億８，４５１万５千円で歳入全体の１３．１％、

国庫支出金が９億４，７５５万３千円で歳入全体の２１．３％、前期高齢者交付金が９億

６，４６０万円で歳入全体の２１．６％、共同事業交付金が１０億１，４８５万９千円で歳

入全体の２２．８％となりました。

歳出の主なものは、保険給付費が２５億６，４２７万１千円で、一般被保険者分が２４億

６２９万７千円、退職被保険者等分が１億４，１９４万３千円となりました。

保険給付費では、疾病治療のため療養の給付を行ったほか、出産に際しては出産育児一時

金５０４万円を、死亡に際しては葬祭費３６６万円を支給しました。

保健事業費では、８１４万１千円のうち人間ドックを１５１人分、５４７万６千円で実施

し、被保険者の健康意識の高揚に努めるとともに、疾病の早期発見・早期治療に努めまし

た。

また、後期高齢者支援金等が３億９，９４３万２千円、介護納付金が１億６，４８６万

円、共同事業拠出金が８億９，２３１万８千円となりました。

加入者及び医療費の状況は、対前年度比で世帯数が１２５世帯の減、被保険者数が３２５

人の減となりました。一人当たりの医療費の状況は、一般被保険者分が３８６，３７４円で

対前年度比２，０６８円の増、退職被保険者等分が６９８，０１２円で対前年度比１１８，

２８３円の増となりました。
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（１）加入者の状況

イ．年間平均世帯数 （単位：世帯）

ロ．年間平均被保険者数 （単位：人）

（２）保険税の状況

一世帯当たり及び一人当たり保険税 （単位：円）

（３）医療費の状況

イ．一般被保険者分 （単位：円）

ロ．退職被保険者等分 （単位：円）

注） 療養給付費は入院・通院・歯科・調剤・訪問看護等

療養費は整骨院・補装具等

混合世帯

区 分

△ 163

平成28年度 530,619,451

区 分

△ 9前年度対比

区 分

4,487

一般被保険
者単独世帯

平成27年度 7,622

療養給付費
費 用 額

8,013

平成28年度

229

67

△ 31

112

△ 85

前年度対比 △ 11,839,849

平成27年度 542,459,300

前年度対比

7,459

△ 66,829,189

総医療費

前年度対比 △ 65,679,614

平成28年度 159,331,298

区 分
療養給付費
費 用 額

△ 1,149,575

平成27年度 225,010,912 1,663,120 226,674,032

698,012

退職被保険
者単独世帯

384,306

4,666

△ 125

4,791

被保険者一人
当たり金額

一人当たり
医 療 費

386,3742,881,961,885

合 計

69,019113,720

一世帯当たり
金 額

118,283

579,729

一 般
被保険者

退 職
被保険者

合 計

療 養 費
費 用 額

△ 162

7,688

△ 325

収入額

2,068

療 養 費
費 用 額

一人当たり
医 療 費

513,545 159,844,843

△ 47,219,703

391

平成27年度 4,496 98 197

平成28年度

△ 45,355,679前年度対比 △ 1,864,024

113,225 67,697

1,322495

21,727,989

平成27年度 2,905,589,575 23,592,013

総医療費

2,929,181,588

平成28年度 2,860,233,896

区 分
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３．後期高齢者医療特別会計

（１）対象者の状況 （単位：人、％）

平成28年度 33,486 5,173 15.4

平成27年度 33,761 5,017 14.9

前年度対比 △ 275 156 0.5

※ 人口は、住民基本台帳年報による

（２）保険料の状況 （単位：円、％）

収 納 率

総 額 普通徴収 特別徴収 総 額 普通徴収 普通徴収分

平成28年度 170,432,370 47,718,170 122,714,200 165,884,200 42,819,300 89.7

平成27年度 165,078,813 45,470,413 119,608,400 160,324,230 40,463,730 89.0

前年度対比 5,353,557 2,247,757 3,105,800 5,559,970 2,355,570 0.7

平成２８年度後期高齢者医療特別会計当初予算額は２億８，９５４万９千円で、その後補正減額

され最終予算額は２億８，６８１万７千円となりました。

歳入決算額は２億８，６７７万７千円、歳出決算額は２億８，５３５万１千円、実質収支額は

１４２万６千円となりました。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料が１億６，５８８万４千円で歳入全体の５７．８％、

一般会計繰入金が１億１，８４４万１千円で歳入全体の４１．３％となりました。

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合負担金が２億６，２４４万１千円で歳出全体の

９２．０％となりました。

対象者の状況は、被保険者数が５，１７３人で対前年度比１５６人の増となりました。

調 定 額 収 入 済 額
区 分

区 分 被保険者数人 口 加入率
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４．介護保険事業特別会計

平成２８年度介護保険事業特別会計当初予算額は保険事業勘定が３７億７，０９３万５千

円で、その後補正増額され最終予算額は３９億７９７万４千円となりました。

歳入決算額は３８億９，０６０万３千円、歳出決算額は３６億１，７２８万２千円、実質

収支額は２億７，３３２万１千円となりました。

歳入の主なものは、保険料が７億３，０１０万８千円で歳入全体の１８．８％、国庫支出

金が９億５，３０８万５千円で歳入全体の２４．５％、支払基金交付金が９億７，０９６万

円で歳入全体の２５．０％、県支出金が５億１，７５９万５千円で歳入全体の１３．３％、

繰入金が５億７，０３１万２千円で歳入全体の１４．６％となりました。

歳出の主なものは、保険給付費が３３億３，７３９万５千円で歳出全体の９２．３％、地

域支援事業費が６，００７万円で歳出全体の１．７％となりました。

保険給付費の内訳は、介護サービス等諸費が２９億９８２万７千円で保険給付費全体の

８７．２％、介護予防サービス等諸費が８，８８０万５千円で保険給付費全体の２．７％、

低所得者の利用者負担軽減措置としての特定入所者介護サービス等費が２億４，４４７万２

千円で保険給付費全体の７．３％となりました。

地域支援事業費の内訳は、介護予防事業費が２２８万７千円、包括的支援事業・任意事業

費が５，７７８万３千円となりました。

次に、介護サービス事業勘定の当初予算額は１，２７１万９千円で、その後補正増減はな

く最終予算額は１，２７１万９千円となりました。

歳入決算額と歳出決算額はそれぞれ１，１９８万７千円となりました。

歳入は、介護予防サービス計画費収入で、歳出は保険事業勘定への繰出金です。

認定者の状況は、認定者数が２，０１７人で対前年度比３２人の増となりました。
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（１）加入者の状況 （単位：人）

総 数 内認定者数 総 数 内認定者数 総 数 内認定者数

平成28年度 10,521 1,967 11,535 50 22,056 2,017

平成27年度 10,306 1,938 11,639 47 21,945 1,985

前年度対比 215 29 △ 104 3 111 32

（２）保険料の状況 （単位：千円）

総 額 普通徴収 特別徴収 総 額 普通徴収

平成28年度 738,404 67,588 670,816 727,469 56,488 83.6

平成27年度 715,256 70,381 644,875 703,919 58,736 83.5

前年度対比 23,148 △ 2,793 25,941 23,550 △ 2,248 0.1

（３）サービス受給者の状況 （単位：人）

総 数 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療

平成28年度 13,666 2,191 4,081 1,957 2,125 0 19,938

平成27年度 13,122 1,702 4,063 2,039 2,027 0 18,887

前年度対比 544 489 18 △ 82 98 0 1,051

（４）介護サービスの利用状況

イ．介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区 分 訪問・通所
地域密着型
(グループホームほか)

施設
（特養・老健）

特定入所
（食事負担分）

その他 合 計
受給者一人

当たり給付費

平成28年度 1,512,550 434,361 1,051,721 244,472 94,291 3,337,395 244

平成27年度 1,498,086 385,804 1,059,883 237,079 91,442 3,272,294 249

前年度対比 14,464 48,557 △ 8,162 7,393 2,849 65,101 △ 5

ロ．居宅介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区 分 訪問系 通所系 短期入所 その他 合 計
受給者一人

当たり給付費

平成28年度 132,895 381,271 742,888 255,496 1,512,550 111

平成27年度 124,325 420,636 707,709 245,416 1,498,086 114

前年度対比 8,570 △ 39,365 35,179 10,080 14,464 △ 3

ハ．地域密着型介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区 分 グループホーム 老人福祉施設 小規模多機能型 その他 合 計
受給者一人

当たり給付費

平成28年度 191,265 166,193 41,925 34,978 434,361 198

平成27年度 176,982 164,833 37,998 5,991 385,804 227

前年度対比 14,283 1,360 3,927 28,987 48,557 △ 29

ニ．施設介護サービス給付費 （単位：千円）

区 分 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療 合 計
受給者一人

当たり給付費

平成28年度 492,370 559,351 0 1,051,721 258

平成27年度 517,196 542,687 0 1,059,883 261

前年度対比 △ 24,826 16,664 0 △ 8,162 △ 3

区 分

区 分

区 分

合 計

第1号被保険者 第2号被保険者 合 計

収入済額 普通徴収分
収納率（％）

施設介護サービス

調 定

居宅介護
サービス

地域密着型
介護サービス
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５．農業集落排水事業特別会計

（１）農業集落排水整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％

平成28年度 9,773 54 54 100.0

平成27年度 9,773 54 54 100.0

前年度対比 0 0 0 0

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成28年度 33,309 1,530 943 2.8

平成27年度 33,580 1,530 984 2.9

前年度対比 △ 271 0 △ 41 △ 0.1

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km

平成28年度 697 73.9 17

平成27年度 693 70.4 17

前年度対比 4 3.5 0

平成２８年度農業集落排水事業特別会計当初予算額は１億１３３万６千円で、その後補正

増減はなく最終予算額は１億１３３万６千円となりました。

歳入決算額は１億３４４万３千円、歳出決算額は９，７１３万３千円、実質収支額は６３

１万円となりました。

歳入の主なものは、農業集落排水施設使用料が１，０８２万円で歳入全体の１０．５％、

一般会計繰入金が８，４１７万６千円で歳入全体の８１．４％となりました。

歳出の主なものは、農業集落排水費が２，１１５万１千円で、農業集落排水施設の保守管

理を行いました。

供用開始面積は５４ha、農業集落排水加入戸数は２２２戸となっています。

区 分

区 分

区 分
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６．下水道事業特別会計

（１）下水道整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％

平成28年度 9,773 1,590 1,242 78.1

平成27年度 9,773 1,590 1,238 77.9

前年度対比 0 0 4 0.2

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成28年度 33,309 29,520 31,456 94.4

平成27年度 33,580 29,520 31,678 94.3

前年度対比 △ 271 0 △ 222 0.1

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km

平成28年度 26,831 85.3 227

平成27年度 26,464 83.5 226

前年度対比 367 1.8 1

区 分

区 分

区 分

平成２８年度下水道事業特別会計当初予算額は１２億９，７２５万２千円で、その後補

正減額及び繰越財源充当され最終予算額は１２億８，３９３万６千円となりました。

歳入決算額は１３億２７７万９千円、歳出決算額は１２億４，４１３万４千円、歳入歳

出差引額は５，８６４万５千円で、平成２９年度への繰越財源２万４千円を差し引いた実

質収支額は５，８６２万１千円となりました。

歳入の主なものは、下水道使用料が４億４，８６１万５千円で歳入全体の３４．４％、

一般会計繰入金が５億２，２６０万４千円で歳入全体の４０．１％、下水道債が２億１，

０７０万円で歳入全体の１６．２％となりました。

歳出の主なものは、下水道未普及地域の解消を図るため、公共下水道事業として細谷長

根地区管渠布設工事７４０万９千円、特定環境保全公共下水道事業として蒲沼地区管渠布

設工事９，７６９万７千円を実施しました。

供用開始面積は、公共下水道と特定環境保全公共下水道の合計で１，２４２ha、下水道

加入戸数は９，２３９戸となっています。
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７．合併処理浄化槽事業特別会計

（１）合併処理浄化槽整備の状況

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成28年度 33,309 373 225 0.7

平成27年度 33,580 373 194 0.6

前年度対比 △ 271 0 31 0.1

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率

人 ％

平成28年度 225 100.0

平成27年度 194 100.0

前年度対比 31 0

区 分

区 分

平成２８年度合併処理浄化槽事業特別会計当初予算額は２，０１１万３千円で、その後

補正増減はなく最終予算額は２，０１１万３千円となりました。

歳入決算額は１，９５５万５千円、歳出決算額は１，９４９万５千円、実質収支額は６

万円となりました。

歳入の主なものは、合併処理浄化槽施設使用料が２６２万８千円で歳入全体の１３．

４％、国庫補助金が３９６万２千円で歳入全体の２０．３％、一般会計繰入金が４３０万

６千円で歳入全体の２２．０％、下水道債が７９０万円で歳入全体の４０．４％となりま

した。

歳出の主なものは、合併処理浄化槽事業費が１，７４７万４千円で、細谷地区の合併処

理浄化槽設置工事１，１８８万９千円を実施したほか、合併処理浄化槽の保守管理を行い

ました。

合併処理浄化槽設置戸数は８７戸となっています。
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８．豊川財産区特別会計

９．下虻川財産区特別会計

１０．和田妹川財産区特別会計

１１．飯塚財産区特別会計

平成２８年度飯塚財産区特別会計当初予算額は８０万７千円で、その後補正増額され最

終予算額は１１７万４千円となりました。

歳入決算額は１１７万２千円、歳出決算額は８３万９千円、実質収支額は３３万３千円

となりました。

歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が５４万１千円、繰越金が３６万８千円となり

ました。

歳出の主なものは、財産管理費が３２万２千円、財政調整基金積立金が３６万８千円と

なりました。

平成２８年度豊川財産区特別会計当初予算額は４８万４千円で、その後補正増額され最

終予算額は３９１万５千円となりました。

歳入決算額は４６１万７千円、歳出決算額は３６１万６千円、実質収支額は１００万１

千円となりました。

歳入の主なものは、立木売払収入が３７０万７千円、財政調整基金繰入金が４７万４千

円、繰越金が３５万８千円となりました。

歳出は、一般管理費が１８万４千円、財政調整基金積立金が３４３万２千円となりまし

た。

平成２８年度下虻川財産区特別会計当初予算額は５９万円で、その後補正増額され最終

予算額は８０万７千円となりました。

歳入決算額は８０万４千円、歳出決算額は５３万２千円、実質収支額は２７万２千円と

なりました。

歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が５８万５千円、繰越金が２１万８千円となり

ました。

歳出の主なものは、財産管理費が１９万２千円、財政調整基金積立金が２１万８千円と

なりました。

平成２８年度和田妹川財産区特別会計当初予算額は６３万４千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は１６２万２千円となりました。

歳入決算額は１６２万円、歳出決算額は１１３万８千円、実質収支額は４８万２千円と

なりました。

歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が４４万９千円、繰越金が９８万９千円となり

ました。

歳出の主なものは、一般管理費が８万８千円、財政調整基金積立金が９８万９千円とな

りました。
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１２．水道事業会計

（１）給水状況

（２）工事状況

（３）財政状況

本年度末における給水戸数は10,696戸、給水人口は26,119人で、前年度末と比較して

給水戸数は70戸増加し、給水人口は548人減少しました。普及率は79.9％となりました。

年間総配水量は3,033,377㎥となり、一日最大配水量は9,609㎥、施設能力12,013㎥に対

する最大稼働率は、80.0%でした。

年間有収水量は2,502,155㎥で、有収率は82.5%となり前年度に比較して2.1ポイント減

少しております。

本年度の水道事業収益は587,151,655円、経常費用は541,807,288円、特別利益0円、特

別損失15,267円で45,329,100円の純利益が生じました。

また、資本的収支については収入額18,316,594円、支出額262,630,563円（消費税込）

で、資本的収支の不足額244,313,969円は、過年度損益勘定留保資金54,103,106円、当年

度損益勘定留保資金140,210,863円、建設改良積立金50,000,000円で補てんしました。

保存工事として、一向浄水場、羽立北野浄水場、出戸浄水場で取水井戸更新工事を

行っています。この他に、羽立北野浄水場ろ過材更新工事、出戸浄水場配水流量計更新

工事、昭和浄水場変圧器等交換工事など、浄水場設備の更新工事を実施しています。

また、料金・会計・負担金電算システムを更新しています。

新設事業として、新水源地の揚水試験や、新ポンプ場整備関係の実施設計及び建設予

定地の不動産鑑定業務を委託しています。

以上が本年度の概況でありますが、今後も適切な事業選択とより一層の経費の節減な

ど効率的な事業経営に努めてまいります。

－ 14 －


